
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　風力より得られる機械的エネルギを熱エネルギに変換する風車駆動冷凍システムの運転
方法において、
　風車の出力トルクの変動に冷凍システムを形成する冷凍機の冷凍トルクを対応させるべ
く、風車の最大出力トルクに対し、それより小さい冷凍トルクを必要としその和が前記最
大出力トルクに相当する複数基の冷凍機 を用
意し、 出力トルクが小さい間は前記複数基の一の冷凍機を使用し、前記出力
トルクの増大につれ 並列運転を 冷凍機の基数を増加させ
、最大出力トルク時には全基並列運転を可能とする

ことを特徴とす
る風車駆動冷凍システムの運転方法。
【請求項２】
　風力より得られる機械的エネルギを熱エネルギに変換する風車駆動冷凍システムの運転
方法において、
　風車の出力トルクの変動に冷凍システムを形成する冷凍機の冷凍トルクを対応させるべ
く、風車の最大出力トルクに対し、それより小さい冷凍トルクを必要としその和が前記最
大出力トルクに相当する複数基の冷凍機 を用
意し、 出力トルクが小さい間は前記複数基の一の冷凍機を使用し、前記出力

10

20

JP 3949946 B2 2007.7.25

若しくはヒートポンプ（以下冷凍機という）
前記風力よる

順次冷凍機を増加させて 移行する
とともに、前記冷凍機の並列運転基数

を増加若しくは減少させる間の前記風力よる出力トルク変動については単独若しくは並列
運転されている対応する冷凍機の圧縮機の吸入ガスのガス圧を可変とした

若しくはヒートポンプ（以下冷凍機という）
前記風力よる



トルクの増大につれ 並列運転を 冷凍機の基数を増加させ
、最大出力トルク時には全基並列運転を可能とする

ことを特徴とす
る風車駆動システムの運転方法。
【請求項３】
　風向きに常に正対する正対機構を備えたプロペラ型風車や垂直軸型風車により回転動力
を得る風車駆動部と、該回転動力を負荷側へ出力する動力伝達部と、その間を結ぶ伝達機
構と、より風車動力伝達部を構成し、
　前記動力伝達部には、増速機構と、クラッチ機構を少なくとも備える構成とするととも
に、クーリングタワーと圧縮機と蒸発器と膨張弁とよりなる空冷冷凍サイクル

に接続し
て、風力を大気熱の併用により熱エネルギに変換する風車駆動冷凍システムであって、
　前記冷凍機は、風車の変動する出力トルクに対応する冷凍トルクの可変機能により構成

記冷凍トルクの可変機能は、
　前記動力伝達部に複数基の冷凍機 を備え、
各冷凍機の必要冷凍トルクの和が、
　前記風車の最大出力トルクに相当する構成とし、風車の出力トルクの最大出力時には全
基並列駆動状態に置き、前記出力トルクの変動に応じて並列運転基数を加減する構成と

ことを特徴とする風車駆動冷凍システム。
【請求項４】
　風向きに常に正対する正対機構を備えたプロペラ型風車や垂直軸型風車により回転動力
を得る風車駆動部と、該回転動力を負荷側へ出力する動力伝達部と、その間を結ぶ伝達機
構と、より風車動力伝達部を構成し、
　前記動力伝達部には、増速機構と、クラッチ機構を少なくとも備える構成とするととも
に、クーリングタワーと圧縮機と蒸発器と膨張弁とよりなる空冷冷凍サイクル

に接続し
て、風力を大気熱の併用により熱エネルギに変換する風車駆動冷凍システムであって、
　前記冷凍機は、風車の変動する出力トルクに対応する冷凍トルクの可変機能により構成

記冷凍トルクの可変機能は、
　前記動力伝達部に複数基の冷凍機を備え、各冷凍機の必要冷凍トルクの和が、
　前記風車の最大出力トルクに相当する構成とし、風車の出力トルクの最大出力時には全
基並列駆動状態に置き、前記出力トルクの変動に応じて並列運転基数を加減する構成と

ことを特徴とする風車駆動冷凍システム。
【請求項５】
　風向きに常に正対する正対機構を備えたプロペラ型風車や垂直軸型風車により回転動力
を得る風車駆動部と、該回転動力を負荷側へ出力する動力伝達部と、その間を結ぶ伝達機
構と、より風車動力伝達部を構成し、
　前記動力伝達部には、増速機構と、クラッチ機構を少なくとも備える構成とするととも
に、ヒートポンプを接続して、大気熱を併用させ風車動力を熱エネルギに変換する装置で
あって、
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順次冷凍機を増加させて 移行する
とともに、前記冷凍機の並列運転基数

を増加若しくは減少させる間の前記風力よる出力トルク変動については単独若しくは並列
運転されている対応する冷凍機の圧縮機の出力側の凝縮圧力を可変とした

若しくはヒ
ートポンプサイクルよりなる冷凍機若しくはヒートポンプ（以下冷凍機という）

し、前
若しくはヒートポンプ（以下冷凍機という）

す
るとともに、前記冷凍機の並列運転基数を増加若しくは減少させる間の前記風力よる出力
トルク変動については単独若しくは並列運転されている対応する冷凍機の圧縮機の前記冷
凍機の並列運転を増加若しくは減少させる間の前記風力よる出力トルク変動については単
独若しくは並列運転されている対応する冷凍機の圧縮機の出力側の凝縮圧力を可変とした

若しくはヒ
ートポンプサイクルよりなる冷凍機若しくはヒートポンプ（以下冷凍機という）

し、前

す
るとともに、前記冷凍機の並列運転基数を増加若しくは減少させる間の前記風力よる出力
トルク変動については単独若しくは並列運転されている対応する冷凍機の圧縮機の前記冷
凍機の並列運転を増加若しくは減少させる間の前記風力よる出力トルク変動については単
独若しくは並列運転されている対応する冷凍機の圧縮機の吸入側に吸入圧力調整弁を設け
、風車の出力トルクが大である時は絞り度を小にし、出力トルクが小の時は絞り度を大に
する構成とした



　前記ヒートポンプは、放熱／採熱用ヒーティングタワーと圧縮機と凝縮器／蒸発器と膨
張弁と冷温熱切り替え用四方弁よりなる、空気熱源と風力動力源とにより作動するヒート
ポンプと、得られた冷熱／温熱を蓄熱する蓄熱槽とを設ける構成としたことを特徴とする

。
【請求項６】
　前記ヒーティングタワーは、風向きに正対して大気をヒーティングタワーの熱交換器の
伝熱面へ誘導する外気誘導用の自動的回動機構を持つ空気取り入れ口を設けたことを特徴
とする請求項 記載の 。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、風力エネルギを機械的エネルギに変換し、変換した機械的エネルギにより稼
働する圧縮機→凝縮器→膨張弁→蒸発器よりなる冷凍システムにおいて、風車の出力トル
クの変動に対応して効率よく冷凍サイクルの出力に反映させる風車駆動冷凍システムの運
転方法と、そのシステ 関する。
【０００２】
【従来の技術】
　従来より風力エネルギを熱エネルギに変換する手段としては、風力エネルギを電気的エ
ネルギに変換し、変換した電気的エネルギによりヒートポンプないし冷凍サイクルを介し
て熱エネルギへの変換が行われている。
　則ち、ヒートポンプを駆動する装置として１９７８年に発表された「風車とヒートポン
プを使用した冷房システム」が知られている。このシステムはプロペラ式風車で風力エネ
ルギを電気エネルギに変換して、蓄電池に充電し、直流発電機で冷凍サイクルを稼働させ
たものである。
【０００３】
　また、実開昭６３－２９８８２号公報には、サボニウス形風車の誘導板をヒートポンプ
装置の集放熱ユニットにした発明が開示されている。
　この提案では、図５（Ａ）の側面図と、（Ｂ）の正面図に示すように風力の方向に略直
角な直立回転軸７３を持つ風力原動機で冷媒圧縮機７４を駆動し、その風力原動機への固
定風力誘導手段を形成する誘導板７２、７２、７２、７２を設け、該誘導板にはそれぞれ
冷媒通路７５を設けて、誘導板７２を加熱サイクルにあっては、冷媒の蒸発器として外気
を熱源として作動させ、冷却サイクルにあっては、外気への放熱を介して冷媒の凝縮器と
して作動するようにしている。冷媒圧縮機７４がサボニウス形風車７１で動かされている
ので、風速が増す程冷媒圧縮機７４の回転数も上がるので、
　誘導板７２の空気との熱伝達率も増加でき、従来方式に比べ、効率の高い風力エネルギ
の熱エネルギへの変換を行うようにしている。
　なお、図において、７６は水熱交換器、７７は四方弁、７８は膨張弁、７９は受液器を
示す。
【０００４】
　また、特開平１１－８２２８４号公報には、「風力利用エネルギシステム」として、風
力エネルギより高温熱エネルギ、低温熱エネルギ及び電力を組み合わせて生成するシステ
ムに関する提案が開示されている。
　上記提案は図６に示すように風力手段５０と、該風力手段５０により得られた機械的動
力により熱サイクルを構成する圧縮機６０を駆動させて温熱エネルギを得る熱エネルギ変
換手段６２と、前記熱サイクルの膨張タービン６３の駆動により発電させる電気エネルギ
変換手段６５とより構成し、前記風力手段５０により得られた風力エネルギを高温高圧熱
エネルギに変換して温熱の供給を可能にし、低温高圧熱エネルギにより膨張タービンを駆
動させ電力を得る構成にしている。
【０００５】
　前記風力手段５０は、風車５１と、タワ－５２上に設けた風車駆動軸５３の回転を地上
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請求項３，若しくは４記載の風車駆動冷凍システム

５ 風車駆動冷凍システム

ムに



の動力伝達軸５４に伝達する伝達機構５５と、増速機構５６と、流体継手５７とクラッチ
５８とより構成する。
　前記伝達機構５５は内 する二組の傘歯ギヤ５５ａ、５５ｂにより、風車に直結する水
平回転を鉛直回転に変換し、さらに地上水平回転に変換させるとともに、
　風向に対し図示していないヨー駆動装置を介して風車５１を常に正対させる構造にして
いる。
【０００６】
　前記熱エネルギ変換手段６２は、前記クラッチ５８を介して得られた機械的動力により
駆動して大気を吸入圧縮して高温高圧空気を得る圧縮機６０と、得られた高温高圧空気６
０ａより温熱を得る高温熱交換器６１と、該高温熱交換器６１を経由して低温になった高
圧空気６０ｂの持つ機械的エネルギにより駆動して直結発電機Ｇを駆動させる膨張タービ
ン６３とより構成してある。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
　本発明は、風力エネルギによる圧縮機駆動により形成される熱サイクルに大気空気熱を
併用させるとともに、風車の回転動力を直接取り出して冷凍サイクルを駆動させる場合、
風車のトルク特性と冷凍サイクルの圧縮機のトルク特性とにある特性のズレを整合させ効
率よく風力を冷凍機出力に反映させた、風車駆動冷凍システムの運転方法とそのシステ

提供を目的とするものである。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　そこで、本発明の第１の発明の風車駆動冷凍システムの運転方法は、風力より得られる
機械的エネルギを熱エネルギに変換する風車駆動冷凍システムの運転方法において、
　風車の出力トルクの変動に冷凍システムを形成する冷凍機の冷凍トルクを対応させるべ
く、風車の最大出力トルクに対し、それより小さい冷凍トルクを必要としその和が前記最
大出力トルクに相当する複数基の冷凍機を用意し、 出力トルクが小さい間は
前記複数基の一の冷凍機を使用し、前記出力トルクの増大につれ て
並列運転を 冷凍機の基数を増加させ、最大出力トルク時には全基並列運転を可能
とする

。
【０００９】
　前記請求項１記載の発明は、
　風車駆動冷凍システムの運転方法に付き記載したもので、風車のトルク特性と冷凍機の
冷凍トルク特性との特性のズレを整合させ効率良く風力を冷凍機出力に反映させるように
したものである。
　則ち、風車は風速に応じて回転数が上昇し、出力トルクも上昇するが、本発明での一般
的冷凍機に使用する容積型は回転数に対し一定トルクを要求するので、
　風車の出力トルクに対応させて該トルクに冷凍機の必要とする冷凍トルクを合わせる必
要がある。
【００１０】
　そのため、本発明では、風車の出力トルクの変動に冷凍機の冷凍トルクを可変対応させ
たもので、
　風車の最大出力トルクに対し、小さい必要トルクで稼働しその和が前記最大出力トルク
に相当する複数基の冷凍機を用意し、風車の出力トルクが小さい間は前記複数基の冷凍機
を単独で使用し、前記出力トルクの増大につれ並列運転をする冷凍機の基数を増加させ、
最大出力トルク時には全基並列運転をするようにしている。
　この場合、冷凍機をヒートポンプに変えて構成しても同様の効果を有し、風力より得ら
れる機械的エネルギを熱エネルギに変換する風車駆動ヒートポンプシステムの運転方法に
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蔵

ム
の

前記風力よる
順次冷凍機を増加させ

移行する
とともに、前記冷凍機の並列運転基数を増加若しくは減少させる間の前記風力よる

出力トルク変動については単独若しくは並列運転されている対応する冷凍機の圧縮機の吸
入ガスのガス圧を可変とし、例えば風車の出力トルクが小さい間は前記ガス圧の低下を図
るようにした



おいて、
　風車の出力トルクの変動に空調システムを形成するヒートポンプの駆動トルクを対応さ
せるべく、風車の最大出力トルクに対し、それより小さい駆動トルクを必要としその和が
前記最大出力トルクに相当する複数基のヒートポンプを用意し、前記出力トルクが小さい
間は前記複数基の一のヒートポンプを使用し、前記出力トルクの増大につれ並列運転をす
るヒートポンプの基数を増加させ、最大出力トルク時には全基並列運転を可能とする風車
駆動ヒートポンプシステムの運転方法として特定される。
【００１１】
【００１２】
【００１３】
　また

【００１４】
　前記請求項 記載の発明は、
　風車トルクの変動に対する冷凍トルクの対応について記載したもので、圧縮機の吸入ガ
スのガス圧を可変とし、風車トルクが小さい時は前記吸入ガス圧の低下を図ったものであ
る。
【００１５】
　また、前記請求項 記載の発明は、風力より得られる機械的エネルギを熱エネルギに変
換する風車駆動冷凍システムの運転方法において、
　風車の出力トルクの変動に冷凍システムを形成する冷凍機の冷凍トルクを対応させるべ
く、風車の最大出力トルクに対し、それより小さい冷凍トルクを必要としその和が前記最
大出力トルクに相当する複数基の冷凍機 を用
意し、 出力トルクが小さい間は前記複数基の一の冷凍機を使用し、前記出力
トルクの増大につれ 並列運転を 冷凍機の基数を増加させ
、最大出力トルク時には全基並列運転を可能とする

【００１６】
　 は、風車トルクの変動に対する冷凍トルクの対応について記載したもので、圧縮
機の出力側の凝縮器の冷却能力を可変とすることにより行うようにしたものである。
【００１７】
　なお、前記冷凍トルクの対応は、前記請求項 記載の発明を併用しても良い
。
【００１８】
　そこで、前記請求項 の風車駆動冷凍システムの運転方法を好適に使用した本発明の第
２の発明である風車駆動冷凍システムは、
　風向きに常に正対する正対機構を備えたプロペラ型風車や垂直軸型風車により回転動力
を得る風車駆動部と、該回転動力を負荷側へ出力する動力伝達部と、その間を結ぶ伝達機
構と、より風車動力伝達部を構成し、
　前記動力伝達部には、増速機構と、クラッチ機構を少なくとも備える構成とするととも
に、クーリングタワーと圧縮機と蒸発器と膨張弁とよりなる空冷冷凍サイクル

に接続し
て、風力を大気熱の併用により熱エネルギに変換する風車駆動冷凍システムであって、
　前記冷凍機は、風車の変動する出力トルクに対応する冷凍トルクの可変機能により構成

記冷凍トルクの可変機能は、
　前記動力伝達部に複数基の冷凍機若しくはヒートポンプ（以下冷凍機という）を備え、
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本発明は、前記冷凍機の並列運転基数を増加若しくは減少させる間の前記風力よる
出力トルク変動については単独若しくは並列運転されている対応する冷凍機の圧縮機の吸
入ガスのガス圧を可変とし、風車の出力トルクが小さい間は前記ガス圧の低下を図るよう
にした。

１

２

若しくはヒートポンプ（以下冷凍機という）
前記風力よる

順次冷凍機を増加させて 移行する
とともに、前記冷凍機の並列運転基数

を増加若しくは減少させる間の前記風力よる出力トルク変動については単独若しくは並列
運転されている対応する冷凍機の圧縮機の出力側の凝縮圧力を可変とし、例えば風車のト
ルク出力が小さい間は凝縮器の冷却能力の増大による凝縮圧力の低下を図るようにした。

本発明

１、請求項２

１

若しくはヒ
ートポンプサイクルよりなる冷凍機若しくはヒートポンプ（以下冷凍機という）

し、前



各冷凍機の必要冷凍トルクの和が、
　前記風車の最大出力トルクに相当する構成とし、風車の出力トルクの最大出力時には全
基並列駆動状態に置き、前記出力トルクの変動に応じて並列運転基数を加減する構成と

前記

【００１９】
　前記請求項 記載の発明は、 記載の運転方法を好適に使用した第２の発明であ
る風車駆動冷凍システムの構成を記載したものである。
　則ち、風向きに常に正対する正対機構を備えたプロペラ型風車や垂直軸型風車により回
転動力を得る風車駆動部と、該回転動力を負荷側へ出力する動力伝達部と、その間を結ぶ
伝達機構と、より風車動力伝達部を構成し、
　前記動力伝達部には、増速機構と、クラッチ機構を少なくとも備える構成とするととも
に、クーリングタワーと圧縮機と蒸発器と膨張弁とよりなる空冷冷凍サイクル

に接続し
て、風力を大気熱の併用により熱エネルギに変換する風車駆動冷凍システムであって、
　前記冷凍機は、風車の変動する出力トルクに対応する冷凍トルクの可変機能により構成

記冷凍トルクの可変機能は、
　前記動力伝達部に複数基の冷凍機を備え、各冷凍機の必要冷凍トルクの和が、
　前記風車の最大出力トルクに相当する構成とし、風車の出力トルクの最大出力時には全
基並列駆動状態に置き、前記出力トルクの変動に応じて並列運転基数を加減する構成と

ことを特徴とする。
【００２０】
　そして、前記動力伝達部には、増速機構と、クラッチ機構を少なくとも備え、クーリン
グタワーと圧縮機と蒸発器と膨張弁とよりなる空冷冷凍サイクルよりなる冷凍機に接続し
て、風力を大気熱の併用により効率的熱変換を可能とする構成にしている。
　前記冷凍機は、風車の変動する出力トルクに対応する冷凍トルク（圧縮機の必要トルク
）の可変機能を持つ構成としたものである。
　なお、前記したように凝縮器の凝縮熱はクーリングタワーにより外気へ放出させるよう
にした空冷式冷凍サイクルにより構成したもので、圧縮機、凝縮器、蒸発器、膨張弁、を
一体構造として熱媒体にはアンモニアを使用する場合にも対応できるようにしてある。
【００２１】
【００２２】
【００２３】
　また、前記請求項 記載の冷凍トルク（圧縮機の必要トルク）の可変機能は、
　前記圧縮機の吸入側に吸入圧力調整弁を設け、風車の出力トルクが大である時は絞り度
を小にし、出力トルクが小の時は絞り度を大にする構成が好ましい。
【００２４】
　前記請求項 記載の発明は、
　冷凍トルク（圧縮機の必要トルク）の可変機能の別の一手段に付き記載したもので、圧
縮機の負荷を可変として変動する風車の出力トルクに対応させる一つ手段として行うもの
で、圧縮機吸入ガスのガス圧を可変とし、圧縮機の吸入側に設けた圧力調整弁により風車
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す
るとともに、前記冷凍機の並列運転基数を増加若しくは減少させる間の前記風力よる出力
トルク変動については単独若しくは並列運転されている対応する冷凍機の圧縮機の 冷
凍機の並列運転を増加若しくは減少させる間の前記風力よる出力トルク変動については単
独若しくは並列運転されている対応する冷凍機の圧縮機の出力側の凝縮圧力を可変とし、
例えば風車のトルク出力が小さい間は凝縮器の冷却能力の増大による凝縮圧力の低下を図
るようにしたことを特徴とする。

４ 請求項２

若しくはヒ
ートポンプサイクルよりなる冷凍機若しくはヒートポンプ（以下冷凍機という）

し、前

す
るとともに、前記冷凍機の並列運転基数を増加若しくは減少させる間の前記風力よる出力
トルク変動については単独若しくは並列運転されている対応する冷凍機の圧縮機の前記冷
凍機の並列運転を増加若しくは減少させる間の前記風力よる出力トルク変動については単
独若しくは並列運転されている対応する冷凍機の圧縮機の吸入側に吸入圧力調整弁を設け
、風車の出力トルクが大である時は絞り度を小にし、出力トルクが小の時は絞り度を大に
する構成とした

３

４



出力トルクが大である時は絞り度を小にし、出力トルクが小さいときは圧縮調整弁の絞り
を大にして吸入ガスの圧力を低下させ圧縮機の必要トルクを低下させ運転を可能とさせた
ものである。
【００２５】
　また、前記請求項 記載の冷凍トルク（圧縮機の必要トルク）の可変機能は、
　前記圧縮機の出力側凝縮器に、外部より導入する冷却用空気の送風量、冷却水の温度の
加減装置を設け、風車出力の小なるときは冷却効率を上げる構成が好ましい。
【００２６】
　前記請求項 記載の発明は、
　冷凍トルク（圧縮機の必要トルク）の可変機能の他の一手段に付き記載したもので、圧
縮機の凝縮圧力を低下させて、圧縮機の必要トルクを可変減少させるようにしたものであ
る。
　則ち、通常凝縮器の冷却には空冷または水冷をまたはその組合せにより行っているが、
凝縮器に付設した温度加減装置により冷却水の温度の加減や冷却風量の加減により増加な
いし減少させて凝縮圧力を可変とさせたものである。
【００２７】
　また、前 凍機は、冷熱を蓄熱する氷蓄熱槽を設ける構成が好ましい。
【００２８】
　前記 は、冷熱を蓄熱する氷蓄熱槽について記載したもので、得られた冷熱を氷蓄
熱槽に貯留し断続運転を余儀なくさせられる風力駆動に対応できる構成とするとともに、
前記凝縮器の冷却能力の向上に氷蓄熱槽に蓄熱した冷熱を適宜使用しても良い。
【００２９】
　なお、前 車動力伝達部は、プロペラ風車使用の場合は風向き正対機構を持つ水平軸
駆動部と、水平軸駆動を傘歯ギヤ駆動部を介して垂直回転駆動力を得ているが、ダリウス
型やハイブリッド型の垂直軸型風車を使用する場合は前記垂直軸駆動に切り替える切り替
え機構を必要としない。
【００３０】
　また、前記圧縮機に横型圧縮機を使用する場合は垂直軸駆動を出力側動力伝達系の水平
軸駆動に切り替えるための傘歯ギヤ駆動部を介在させる必要がある。
【００３１】
　また、前記圧縮機に立型圧縮機を使用してもよく、その場合は、垂直軸駆動をそのまま
出力側動力伝達系に使用するため、切り替え用傘歯ギヤ駆動部の配設は不要である。
【００３２】
　そしてまた、前 凍機は、圧縮機回転数が約３０００ｒｐｍを中心にプラスマイナス
約２０％の範囲においてはクラッチ機構を介して運転させる構成が好ましい。
【００３３】
　前記 は、風力により地上機械動力を得る伝導機構の出力が動力伝達系に増
速機構を設け、圧縮機の効率的基準回転数である約３０００ｒｐｍに増速させ、圧縮効率
への影響が低い上下２０％の範囲でクラッチを介して断続運転させる構成にしたものであ
る。
【００３４】
　そしてまた、 増速機構は、圧縮機入力回転数を約３６００ｒｐｍまで増速する構成
が好ましい。
【００３５】
　 前記圧縮機の効率的基準回転数は約３０００ｒｐｍが適当であるため、前記伝導機
構に付設した増速機構は最大約３６００ｒｐｍｍの増速を可能の構造にしている。
【００３６】
　そしてまた、 増速機構は、複数段変速機構または無段階変速機構よりなる構成が好
ましい。
【００３７】
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３

４

記冷

実施例

記風

記冷

発明の実施例

前記

即ち

前記



　 車の動力を冷凍サイクルへ伝達する過程で、通常風車の数十回転レベルの回転
数を前記約３０００回転のレベルまで増速する必要がある。しかし、一定の増速比の場合
だと、冷凍サイクルの圧縮機の定トルク特性に幅広く対応できない。増速比を複数ステッ
プにする複数段変速機構か、または無段階に増速比を変えられる無段階変速機構を備える
構成としたものである。
【００３８】
　そしてまた、 冷凍サイクルが運転停止する期間は別途用意した発電機を駆動させ、
蓄電池を充電させる構成が好ましい。
【００３９】
　前記 は、
　基準回転数の上下２０％の範囲での運転をさせ、
　運転停止期間は風力の有効利用を図るため、発電機を駆動させて蓄電池に充電し、
　該蓄電池を介しての電力の効率運転を行うようにしたものである。
【００４０】
　ついで、本発明の第３の発明である風車駆動ヒートポンプシステムは、
　風向きに常に正対する正対機構を備えたプロペラ型風車や垂直軸型風車により回転動力
を得る風車駆動部と、該回転動力を負荷側へ出力する動力伝達部と、その間を結ぶ伝達機
構と、より風車動力伝達部を構成し、
　前記動力伝達部には、増速機構と、クラッチ機構を少なくとも備える構成とするととも
に、ヒートポンプを接続して、大気熱を併用させ風車動力を熱エネルギに変換する装置で
あって、
　前記ヒートポンプは、放熱／採熱用ヒーティングタワーと圧縮機と凝縮器／蒸発器と膨
張弁と冷温熱切り替え用四方弁よりなる、空気熱源と風力動力源とにより作動するヒート
ポンプと、得られた冷熱／温熱を蓄熱する蓄熱槽とを設ける構成としたことを特徴とする

にある。
【００４１】
　前記 は、
　風力エネルギから得られた機械的エネルギを熱媒体の圧縮に使用するとともに、
　前記熱媒体により形成されるヒートポンプの蒸発／凝縮過程に大気からの空気熱の放熱
／採熱作用を併用したもので、得られた温熱／冷熱は蓄熱槽に適宜蓄熱するようにしてい
る。
【００４２】
　なお、前記大気中からの空気熱の放熱／採熱はヒーティングタワーにより行い、
　採熱時には該ヒーティングタワーを蒸発器として作動させて蒸発潜熱を奪わせ、放熱時
には前記ヒーティングタワーを凝縮器として作動させ、凝縮熱を大気中へ放出するように
してある。
【００４３】
　なお、上記ヒートポンプに使用する熱媒体にはブラインを使用し間接熱交換をする構成
にしても良い。
【００４４】
　なお、前記風車動力伝達部は、プロペラ風車使用の場合は風向き正対機構を持つ水平軸
駆動部と、水平軸駆動を傘歯ギヤ駆動部を介して垂直回転駆動力を得ているが、ダリウス
型やハイブリッド型の垂直軸型風車を使用する場合は前記垂直軸駆動に切り替える切り替
え機構を必要としない。
【００４５】
　なお、前記圧縮機に、横型圧縮機を使用する場合は、水平回転軸を伝導軸に持つ出力側
動力伝達系に接続する。
　なお、この場合は垂直駆動を水平軸駆動に変換するための傘歯ギヤ駆動部の配設を必要
とする。
【００４６】

10

20

30

40

50

(8) JP 3949946 B2 2007.7.25

即ち、風

前記

発明の実施例

請求項３，若しくは４記載の風車駆動冷凍システム

発明の実施例



　また、前記圧縮機に、立型圧縮機を使用する場合は、鉛直回転軸を伝導軸に持つ出力側
動力伝達系に接続する。
　この場合は垂直駆動軸をそのまま使用するため、上記傘歯ギヤ駆動部の配設は必要とし
ない。
【００４７】
　そしてまた、前 ーティングタワーは、風向きに正対して大気をヒーティングタワー
の熱交換器の伝熱面へ誘導する誘導用の自動的回動機構を持つ空気取り入れ口を設ける構
成が好ましい。
【００４８】
　前記 は、ヒーティングタワーの外気に接する伝熱面に上部より下方に吹き
抜けるラッパ状大気誘導パスを設けるとともに、その基部に設けた回動機構により外気取
り入れ口を風向に対し正対させて外気の取り入れと伝熱の効率化を図っている。
【００４９】
【発明の実施の形態】
　以下、本発明を図に示した実施例を用いて詳細に説明する。但し、この実施例に記載さ
れる構成部品の寸法、材質、形状、その相対配置などは特に特定的記載が無い限り、この
発明の範囲をそれのみに限定する趣旨ではなく単なる説明例に過ぎない。
　図１は、本発明の第２の発明である風車駆動冷凍システムの概略の構成を示す図で、図
２は図１の別の実施例の概略の構成を示す図で、図３は図１の他の実施例の概略の構成を
示す図で、（Ａ）は冷凍機に吸入圧力調整弁を付設した場合を示し、（Ｂ）は冷凍機の凝
縮器に冷却温度調整装置を付設した場合を示す図である。
　図４は本発明の第３の発明である風車駆動ヒートポンプシステムの概略の構成を示す図
である。
【００５０】
　図１は、本発明の第２の発明である風車駆動冷凍システムの概略の構成を示してある。
図に見るように本発明の風車駆動冷凍システムは、風力を機械回転エネルギに変換する風
車動力伝達部２０と、冷凍機２１と、氷蓄熱槽２４と、発電機２５とより構成し、前記風
車動力伝達部２０より送られた機械的動力により冷凍機２１を稼働させ、得られた冷熱を
氷蓄熱槽２４で蓄熱し、不規則な風力動力の供給に対応させて前記氷蓄熱槽２４を介して
安定した冷熱の供給を可能にするとともに風力の小さい間は前記発電機２５による発電を
行っている。
【００５１】
　前記風車動力伝達部２０は、風車５１と、タワー５２上に設けた風車駆動軸５３と、地
上に設けた出力側の２個の動力伝達軸５４と、前記風車駆動軸５３より動力伝達軸５４に
動力を伝達する伝達機構５５とより構成する。
　前記伝達機構５５は内 する二組の内の一の傘歯ギヤ５５ａにより、風車駆動軸５３の
水平回転を鉛直回転に変換し、さらに他の一の傘歯ギヤ５５ｂにより前記鉛直回転より地
上の２個の動力伝達軸５４の水平回転に変換させるとともに、前記鉛直軸には図示してい
ないユニバーサルジョイントを設け柔構造とするとともに、図示していないヨー駆動装置
を介して風車５１を常に風向に対し正対させる構造にしてある。
【００５２】
　なお、前記出力側の２個の動力伝達軸５４にはそれぞれ増速機構２２とクラッチ２３と
カップリング３０を設ける構成にしてあるが、前記増速機構２２は、
　使用する風車に対し特定の基準風速領域を設定し、その基準値を対象に風車回転数を増
速し、得られた増速回転数が風車動力により稼働する圧縮機ないし発電機の定格回転数に
一致させる構成にしてある。
　また、クラッチ２３は、変動する風速に頻繁に対応可能な構造とし、所定回転数以下の
風速の場合はカットし、前記発電機２５に低風速時の風力を電力に変換し別途用意した図
示していない蓄電池に充電する構成にしている。
【００５３】
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　なお、前記風車動力伝達部２０は、プロペラ風車の代わりにダリウス型やハイブリッド
型の垂直軸型風車を使用する場合は、前記垂直軸駆動に切り替える前記伝達機構５５の傘
歯ギヤ５５ａ及び図示していない前記ヨー駆動装置の設置は不要になる。また、後記する
冷凍機２１の圧縮機２６に垂直駆動軸を持つ立型圧縮機を使用する場合は、前記風車動力
伝達部２０に設けた垂直軸駆動を水平軸駆動に変換する他のひと組みの傘歯ギヤ５５ｂの
配設は不要となるが、この場合には増速機構２２、クラッチ２３は前記圧縮機の上部に設
ける必要がある。
【００５４】
　前記冷凍機２１は、圧縮機２６と凝縮器２７ａを内蔵するクーリングタワー２７と膨張
弁２８と蒸発器２９とより構成し、前記圧縮機２６に入力された風車動力伝達部２０より
の機械的動力により冷凍機２１を稼働させ、生成された冷熱２９ａは氷蓄熱槽２４へ導入
蓄熱して、不規則な風車駆動に対応、安定した冷熱の供給を可能にしている。
【００５５】
　なお、冷凍機２１は、前記したように、凝縮熱の冷却をクーリングタワー２７により行
うようにした空冷式冷凍サイクルでは、圧縮機、凝縮器、蒸発器、膨張弁をパッケージ状
に一体構造に形成し、熱媒体には環境に優しいアンモニアを使用する構成にしても良い。
　圧縮機２６、凝縮器２７ａ、蒸発器２９、膨張弁２８により形成された上記冷凍機には
、２次冷媒にブラインを使用し前記凝縮器での凝縮熱は前記ブラインによりクーリングタ
ワー２７で冷却し、前記蒸発器２９での蒸発潜熱は前記ブラインを介して氷蓄熱槽へ導入
し、
　－１０～－４０℃の冷熱を得る構成にしている。
【００５６】
　なお、前記増速機構２２は圧縮機の効率的基準回転数である約３０００ｒｐｍを基準と
し上下２０％の範囲で運転させるため、最大３６００ｒｐｍまで増速可能の構造とし、ク
ラッチ２３を介して前記効率的基準回転数３０００ｒｐｍの上下２０％の範囲で断続運転
させ、下限回転数に対しては運転停止する機能を持つ構成としたものである。
　なお、風車の動力を冷凍サイクルへ伝達する過程で、通常風車の数十回転レベルの回転
数を前記約３０００回転のレベルまで増速する必要があるが、一定の増速比の場合だと、
冷凍機の圧縮機の定トルク特性に幅広く対応できない。そのため、本発明では増速比を複
数ステップにする複数段変速機構か、または無段階に増速比を変えられる無段階変速機構
を備える構成としてある。
【００５７】
　図２には、図１の別の実施例を示している。この場合は、出力側の動力伝達軸５４、５
４のふた組みを用意し、それぞれの動力伝達軸５４に設けたカップリングを介してふた組
みの冷凍機２１、２１を配設し、それぞれの圧縮機の必要トルクは風車の最大トルクの１
／２に設定し、風車の回転数が小さく出力トルクが小さい間は前記冷凍機２１を単独で稼
働させ、風車の出力トルクの最大出力時には２台の冷凍機２１、２１を並列稼働させ、風
車の出力トルクの変動に対応して効率よく冷凍機出力に反映させる構成にしてある。
　なお、前記増速機構２２を傘歯ギヤ５５ｂの手前に配設して２台の増速機構を１台にす
ることも可能であり、また、前記傘歯ギヤ５５ｂで１本の動力伝達軸を出し、
　増速機構２２で２軸に取り出すことも可能である。
　また、最大出力トルクの１／３～１／４のトルクを圧縮機の必要トルクとする冷凍機を
３～４基使用し、前記動力伝達軸を３～４本設け、きめ細かい運転をしても良い。
【００５８】
　図３は図１の他の実施例の概略の構成を示す図で、（Ａ）は冷凍機に吸入圧力調整弁３
１を付設した場合を示し、（Ｂ）は冷凍機の凝縮器に冷却温度調整装置３２を付設した、
それぞれ冷凍機に冷凍トルク（圧縮機の必要トルク）の可変機能を持たせた場合を示す図
である。
【００５９】
　図３の（Ａ）に見るように、この場合は冷凍機２１において圧縮機２６の手前に吸入圧
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力調整弁３１を設け、圧縮機の必要トルクを可変として変動する風車の出力トルクに対応
させるようにしたもので、圧縮機２６の吸入ガスのガス圧を可変し、吸入側に設けた吸入
圧力調整弁３１により風車出力トルクが大である時は絞りを小にし、出力トルクが小さい
ときは圧縮調整弁の絞りを大にして吸入ガスの圧力を低下させ圧縮機の必要トルクを低下
させた運転を可能としたものである。
【００６０】
　図３（Ｂ）には、冷凍機２１の凝縮器２７ａに冷却温度調整装置３２を付設した場合を
示し、
　冷凍トルク（圧縮機の必要トルク）を可変として、変動する風車の出力トルクに対応さ
せる一つの手段として設けるようにしたもので、風車出力が小さい時は、冷却効率を上げ
圧縮機２６の凝縮圧力を低下させて、圧縮機の必要トルクを可変減少させるようにしたも
のである。
　則ち、通常凝縮器の冷却には空冷または水冷をまたはその組合せにより行っているが、
この冷却能力を増大させるため、例えば冷却水に氷蓄熱槽の冷水を追加して低温にするか
、又は冷却風量を増す等して空冷効率を上げるかして凝縮圧力を低下させたものである。
【００６１】
　なお、冷凍トルク（冷凍機の圧縮機の必要トルク）の調節には、前記図３（Ａ）、（Ｂ
）に行った方法を併用しても良い。
【００６２】
　図４には、本発明の第３の発明である風車駆動ヒートポンプシステムの概略の構成を示
している。
　図に見るように、本発明の風車駆動ヒートポンプは、風力を機械回転エネルギにに変換
する風車動力伝達部１０と、ヒートポンプ１１と、蓄熱槽１２とより構成し、
　前記風車動力伝達部１０より送られた機械的動力と大気の持つ空気熱とを併用して、ヒ
ートポンプ１１を作動させ、変動が激しく断続的に得られる冷温熱を蓄熱槽１２に蓄熱し
て定常的冷温熱の供給を可能としたものである。
【００６３】
　前記風車動力伝達部１０は、風車５１と、タワー５２上に設けた風車駆動軸５３と、地
上の出力側の動力伝達軸５４と、前記風車駆動軸５３より風車動力を前記動力伝達軸に伝
達する伝達機構５５と、増速機構２２と、クラッチ２３とより構成する。
　前記伝達機構５５は内 する一の傘歯ギヤ５５ａにより、風車駆動軸５３の水平回転を
鉛直回転に変換し、さらに他の一の傘歯ギヤ５５ｂにより前記鉛直回転より地上の動力伝
達軸５４の水平回転に変換させるとともに、前記鉛直軸には図示していないユニバーサル
ジョイントを設け柔構造とするとともに、図示していないヨー駆動装置を介して風車５１
を常に風向に対し正対させる構造にしている。
【００６４】
　なお、前記出力側の動力伝達軸５４には前記増速機構２２とクラッチ２３を設ける構成
にしているが、前記増速機構２２は、特定の風車基準風速領域を設定し、その基準値を対
象に風車回転数を増速し、得られた増速回転数を持つ風車動力により稼働する圧縮機の定
格回転数に一致させる構成にしてある。
　そして、本発明では、前記したように、増速比を複数ステップにする複数段変速機構か
、または無段階に増速比を変えられる無段階変速機構を備える構成としている。
　また、クラッチ２３は、変動する風速に頻繁に対応可能な構造とし、所定回転数以下の
風速の場合は運転をカットするようにしている。
【００６５】
　なお、前記風車動力伝達部１０は、プロペラ風車の代わりにダリウス型やハイブリッド
型の垂直軸型風車を使用する場合は、前記垂直軸駆動に切り替える前記伝達機構５５の傘
歯ギヤ５５ａ及び図示していない前記ヨー駆動装置の設置は不要になる。また、後記する
ヒートポンプ１１の圧縮機１３に垂直駆動軸を持つ立型圧縮機を使用する場合は、前記風
車動力伝達部に設けた垂直軸駆動を水平軸駆動に変換する他のひと組みの傘歯ギヤ５５ｂ
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の配設は不要となるが、この場合には増速機構２２、クラッチ２３は前記圧縮機の上部に
設ける必要がある。
【００６６】
　前記ヒートポンプ１１は、圧縮機１３とヒーティングタワー１６と膨張弁１５と凝縮器
／蒸発器１７と、四方弁１８ａ、１８ｂとより構成し、前記圧縮機１３に入力された風車
動力伝達部１０よりの機械的動力と、前記四方弁１８ａ、１８ｂの選択により前記ヒーテ
ィングタワー１６に導入された大気中の空気熱の放熱／採熱のいずれかの選択により、前
記凝縮器／蒸発器１７を蒸発器として作動させ蒸発潜熱より冷熱を生成させるか、または
凝縮器として作動させ凝縮熱より温熱を生成させるようにしている。
　前記放熱／採熱の何れかの選択は切り替え四方弁１８ａ、１８ｂの９０度毎の回動によ
り所定の選択ができる構成にしている。
【００６７】
　則ち、図示の位置では、ヒーティングタワー１６により凝縮熱を放熱させ、凝縮器／蒸
発器１７より冷熱を生成させ、図示の位置よりそれぞれ９０度回動させた場合はヒーティ
ングタワー１６での大気よりの採熱により蒸発状態にある冷媒を加熱し凝縮器／蒸発器１
７より温熱を生成させる。
　なお、ヒーティングタワー１６の外気に接触する伝熱面には、上部より下方に吹き抜け
るラッパ状外気誘導パスを設けるとともに、その基部に設けた回動機構により大気取り入
れ口を風向に対し正対させて外気の取り入れの効率化を図っている。
　なお上記ヒートポンプに使用する熱媒体にはブラインを使用し、間接熱交換により採熱
／放熱及び冷温熱の取出しを行うようにしても良い。
【００６８】
　上記ヒートポンプ１１により生成された冷温熱は蓄熱槽１２へ導入蓄熱して、不規則な
風車駆動に対応、安定した冷温熱の供給を可能にしている。
【００６９】
【発明の効果】
　本発明は上記構成により下記効果を奏する。
　風車の回転動力を直接取り出して冷凍機を駆動させる場合、風車のトルク特性と冷凍機
の圧縮機のトルク特性とにある特性のズレを整合させたため、効率よく風力を冷凍機出力
に反映させることができる。
　風力に対し多目的に風力エネルギを活用する構成にしており、風車駆動ヒートポンプに
おいては温水と冷水とを同時に効率よく供給出来、また風車駆動冷凍システムにおいては
－１０～－４０℃程度の低温熱源と電力源を同時に得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の第２の発明である風車駆動冷凍システムの概略の構成を示す図である
。
【図２】　図１の別の実施例の概略の構成を示す図である。
【図３】　図１の他の実施例の概略の構成を示す図で、（Ａ）は冷凍サイクルに吸入圧力
調整弁を付設した場合を示し、（Ｂ）は冷凍サイクルの凝縮器に冷却温度調整装置を付設
した場合を示す図である。
【図４】　本発明の第３の発明である風車駆動ヒートポンプシステムの概略の構成を示す
図である。
【図５】　従来の風力利用エネルギシステムの概略構成を示す図である。
【図６】　従来の風力利用エネルギシステムの別の実施例を示す図である。
【符号の説明】
　１０、２０　　風車動力伝達部
　１１　　ヒートポンプ
　１２　　蓄熱槽
　１３、２６　　圧縮機
　１５、２８　　膨張弁
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　１６　　ヒーティングタワー
　１７　　凝縮器／蒸発器
　１８ａ、１８ｂ　四方弁
　２１　　冷凍機
　２２　　増速機構
　２３　　クラッチ
　２４　　氷蓄熱槽
　２５　　発電機
　２７　　クーリングタワー
　２９　　蒸発器
　２９ａ　冷熱
　３０　　カップリング
　３１　　吸入圧力調整弁
　３２　　冷却温度調整装置
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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